
 

（様式１－３） 

南相馬市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

令和２年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ６ 事業名 災害公営住宅整備事業(南町) 事業番号 A-1-6 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県（直接） 

総交付対象事業費 10,860,875（千円） 全体事業費 10,991,747（千円） 

事業概要 

平成 28 年 12 月から復興公営住宅の入居を開始したが、集会所が狭く入居者同士及び地域住民とのコミ

ュニティの形成に支障を来しているため、集会所を増築する。 

 

【整備概要】 

整備箇所：南相馬市原町区南町 4丁目 地内 

整備内容：集会所の増築（増築面積 53.0 ㎡、増築後の面積：158.99 ㎡） 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載し

てください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について実施中 

 

（事業間流用による経費の変更）（平成２７年２月２４日） 

 計画戸数の変更に伴い、A-1-5 災害公営住宅整備事業（辻内）より 130,872 千円（国費 114,513 千円）を

流用。これにより、交付対象事業費は 10,860,875 千円（国費 9,503,265 千円）から 10,991,747 千円（国費

9,617,778 千円）に増額。 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村(現在は10市町村)に避難指

示区域が設定され、9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原

子力災害は本県の基盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、居住制限者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整備

することが必要である。 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

南相馬市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

令和２年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 23  事業名 北原３号線整備事業 事業番号 Ｆ－１－２ 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市(直接) 

総交付対象事業費 ３５,２４８（千円） 全体事業費 ３５,２４８（千円） 

事業概要 

東京電力福島第一原子力発電所の事故による、避難者の居住の安定を確保するため、南相馬市原町区北原

地区に２６４戸の復興公営住宅を整備したところであるが、復興公営住宅整備に伴い、入居者及び周辺居住

者の安全確保のため、復興公営住宅構内道路から接続する北原３号線の整備を行う。 

 

【整備概要】 

  改良舗装：Ｌ＝１７０ｍ Ｗ＝６.０ｍ 

  整備箇所：南相馬市原町区北原字平地内外 

  工事費、用地・補償費：１式  

   

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載し

てください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村(現在は10市町村)に避難指

示区域が設定され、9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原

子力災害は本県の基盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、避難者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整備する

ことが必要であるが、コミュニティ形成に伴う周辺交通環境の変化等、地域としての環境変化に対応してい

くことが同時に求められている。市道の拡幅は、交通環境を改善し安全な通行を確保すると共に、形成され

るコミュニティと地域社会の良好な関係構築に資する事業である。 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

南相馬市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

令和２年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 24 事業名 辻内線整備事業 事業番号 Ｆ－１－３ 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市(直接) 

総交付対象事業費 １５,９８３（千円） 全体事業費 １５,９８３（千円） 

事業概要 

東京電力福島第一原子力発電所の事故による、避難者の居住の安定を確保するため、南相馬市原町区牛越

地区に１７６戸の復興公営住宅を整備したところであるが、復興公営住宅整備に伴い、入居者及び周辺居住

者の安全確保のため、復興公営住宅構内道路から接続する辻内線の整備を行う。 

 

【整備概要】 

  道路整備 ： Ｌ＝１００ｍ Ｗ＝４.０～６.０ｍ 

（うち改良延長：Ｌ＝４０ｍ  Ｗ＝６.０ｍ） 

  整備箇所：南相馬市原町区牛越字辻内地内 

  工事費、用地購入費、測量設計費：１式 

   

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載し

てください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村(現在は10市町村)に避難指

示区域が設定され、9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原

子力災害は本県の基盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、避難者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整備する

ことが必要であるが、コミュニティ形成に伴う周辺交通環境の変化等、地域としての環境変化に対応してい

くことが同時に求められている。市道の拡幅は、交通環境を改善し安全な通行を確保すると共に、形成され

るコミュニティと地域社会の良好な関係構築に資する事業である。 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 


